社会福祉法人制度改革について by 古都 賢一
日本福祉大学社会福祉学部
 『日本福祉大学社会福祉論集』第 134号　2016年 3月　
203
　はじめに
　日本福祉大学客員教授の古都です．日本福祉大学と延世大学との日韓定期シンポジウムで発言
の機会を頂き，深く感謝いたします．私からは，2014（平成 26）年から厚生労働省が進めてい
る社会福祉法人制度の改革とその目指すものについて報告します．
　社会福祉法人は，六十年あまり，日本の社会福祉事業を担ってきた存在です．しかしながら，
近年，社会環境の変化や社会福祉制度改革などによって，その存在意義が問われています．最初
に社会福祉法人制度の創設の経緯，次に社会福祉法人制度の現状と課題を社会福祉基礎構造改革
との関係を含め整理した後，社会福祉法人制度改革の目指すものと私の見解を申し上げたいと思
います．
　１　社会福祉法人制度の創設の経緯
　社会福祉法人は，1951（昭和 26）年に社会福祉事業を行う特別な法人として創設され，地方
自治体とともに，戦後の社会福祉事業の実施主体の一つとなりました．制度創設当時は，第二次
世界大戦後の混乱期であって，日本には海外からの引揚者，戦争による身体障害者，戦災孤児な
ど多数の生活困窮者が存在していた特異な時代であったといえます．日本政府及び連合軍総司令
部にとって，多数の生活困窮者の救済は民生を安定化する上で急務と認識され，個別の社会福祉
分野ごとに緊急措置や立法措置が図られました．
　その後，新憲法の制定を経て，日本の社会保障制度の在り方が社会保障制度審議会から 1950
（昭和 25）年に勧告として提出されました．同勧告などを踏まえ，社会福祉事業全分野の共通的
基本事項を定める法律として社会福祉事業法（1951（昭和 26）年法律第 45号）が 1951（昭和
26）年に制定されます．社会福祉法人制度はこの法体系の中で制度化されたものです．
　社会福祉法人設立前，社会福祉事業の担い手は民法によって設立された公益法人（以下民法法
人と略す．）が主体でした．しかし，民法法人は監督規定が不備で不適切な法人も相当数あると
認識されていました．このため，社会福祉事業の実施主体として社会的信用を保持し，公の助成
を得るに足る存在とするために，民法法人よりも厳しい指導監督に服する特別な法人制度とし
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て，社会福祉法人制度を設けたといわれています．
　社会福祉法人の公共性の高さは事業範囲にも示されています．例えば，社社会福祉事業法が規
定する社会福祉事業は，第 1種社会福祉事業と第 2種社会福祉事業に分かれています．第 1種社
会福祉事業は生活困窮者を入所させて保護するなど人権に関わる事業などが掲げられているとし
て事業主体が制限されており，社会福祉法人は，国，地方公共団体と並んで規定されています．
また，社会福祉法人には，行政による社会福祉事業の制度化と並んで，民間社会福祉事業の近代
化，組織化を図る役割が期待されていました．以上のことから，民間の社会福祉事業者として自
主性と創意工夫のある経営と公共性の高い事業を行う存在としての役割が与えられたといえます．
　２　措置委託制度の創設とその功罪
　当初は，公の行う社会福祉事業と民間が行う社会福祉事業がそれぞれ役割を果たし，地域にお
いて福祉を推進する両輪であるかのように考えられていましたが，現実にはその実施は容易なこ
とではありませんでした．戦前，社会事業施設のおよそ 9割が民間社会事業団体によって運営さ
れていました．したがって，行政が社会福祉事業を行うと言っても，これをにわかに実施するこ
とは，社会全体の復興が優先される中で事実上困難であったといえます．一方，民間の社会事業
家が経営する社会事業施設の大半がハイパーインフレによる経営原資の減少，補助金の廃止を受
けて経営困難に陥っていました．
　そこで，行政が社会福祉事業の実施責任を担いつつ，実際の事業運営は社会福祉法人に委託す
る，という措置委託制度が生まれることになります．社会福祉法人は民法法人よりも厳しい監督
に服すため，憲法第 89条が慈善博愛の事業への公金支出の要件とする，公の支配に属するもの
と解釈されていました．ある意味，実施責任を問われる行政と現実に多数の生活困窮者を抱える
民間の社会事業施設の利害が一致したともいえるでしょう．社会福祉事業法が制定された後，社
会福祉法人の施設整備への公的補助も再開され，社会福祉法人は社会福祉施設の安定運営がより
可能になります．その後，社会福祉制度の運営は措置委託制度を中心に運営され，社会福祉施
設，社会福祉法人はともに増加していくことになったのです．
　措置委託制度は法に定められた社会福祉事業の発展に寄与しました．その一方で，行政から社
会福祉事業を委託される社会福祉法人は，公的機関の代行機関の様相を呈し，当初期待された，
民間の社会福祉事業経営者ではなく，行政からの委託事業の運営管理者となったともいえます．
　行政は公金の支出について厳しい監査をします．したがって事業の運営費である措置費は他の
事業費と区分して経理され，厳しい使途制限を受けます．こうした行政の厳しい監査，監督も一
因となって社会福祉法人が行う措置委託事業は画一的にならざるを得ません．措置委託制度に
よって，入所者だれもが公平に処遇されるということはおおむね実現し，また社会福祉施設費整
備費補助金によって社会福祉施設は着実に整備されました．しかし，受託者である社会福祉法人
に期待された，制度外の福祉需要や地域福祉の需要に自らの創意工夫で柔軟に応えるということ
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には，一部の社会福祉法人を除いてほとんど実現されなかったといえます．
　３　社会福祉基礎構造改革での社会福祉法人改革
　1990年代以降，少子化・高齢化が急速に進展し，また，障がい者の自立意識の高まりなどか
ら社会福祉の需要は，増大，多様化します．特に，高齢者介護については 1997（平成 9）年に先
進国では，ドイツについで介護保険制度が導入され，2000（平成 12）年に全面施行されました．
　介護保険制度の導入は，高齢者介護分野で，戦後の社会福祉制度の基本的枠組みであった措置
委託制度から契約による利用制度への移行を意味しました．措置制度では行政が福祉サービスの
対象者の選定，福祉サービスの必要性や内容を判断し，適切な社会福祉事業者にサービスの提供
を委託しました．努めて恩恵的な仕組みであり，利用者は客体として扱われていたといえます．
しかしながら，契約による利用制度となれば，利用者が自ら福祉サービスを選択して利用するこ
とになり，いわば利用者が主体となるわけです．事業者本位から利用者本位へとも言われるよう
に，福祉サービスの提供方法の大きな転換であったといえます．
　利用者に質の高い福祉サービスを提供し，その選択を保障するためには，福祉サービスの種類
と量の両方を増やす必要があります．介護保険制度では介護サービスの種類を増やすとともに，
供給量を増やす方法として，多様な主体の参入を可能とする指定事業者制度を導入しました．そ
れまで行政によって管理されていた市場に競争原理を導入し，自然淘汰により結果としてサービ
スの質を向上させていくことを目指したわけです．
　社会福祉法人は，措置制度の下で行政の指導により画一的な福祉サービス提供をし，事業主体
としても事実上，独占的な地位にありました．しかし，介護保険制度の導入は，社会福祉法人に
とっても介護サービスが委託事業から自主事業になり，事業者としての自主的な経営判断が求め
られるようになります．同時に，事業主体が多元化した介護サービスの中では他の事業主体との
関係においてどのような位置，役割になるのか，問われることにもなったわけです．
　福祉サービスの利用制度化によって形成される市場では，利用者にとってサービス選択の保障
と質の保障を両立させるためには，一種の供給過剰状態を生み出す必要があります．一方で，市
場原理に左右されて事業主体がすべて撤退した結果，福祉サービスを必要とする人に供給されな
い事態を生じさせないためには，最後までサービス供給に責任を持つ事業主体を用意する必要が
あります．福祉サービスの市場には，参入撤退が容易でない主体を設けて，福祉サービスの提供
主体の中に，採算に関わらず事業を担う，セーフティネットの役割を果たす主体を設ける必要が
あり，これが社会福祉法人と地方公共団体に課せられている役割であるといえます．
　このように利用制度化が進む社会福祉制度において，社会福祉法人に求められる役割を明確に
する必要があります．そこで 2000（平成 12）年の社会福祉基礎構造改革において，社会福祉法
第 24条を新たに設け，社会福祉法人を「社会福祉事業の主たる担い手」とし，これにふさわし
い事業を確実，効率的かつ適正に行うため，①自主的な経営基盤の強化，②福祉サービスの質の
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向上，③事業経営の透明性の確保を求めることを経営の原則としたのです．
　４　2015（平成 27）年の社会福祉法人制度改革
　介護保険制度では高齢者介護のサービス費用を多様な事業主体に保障することになったため，
社会福祉法人のみならず，民間企業，特定非営利活動法人，生協，農協など多様な主体の参入が
進みました．特別養護老人ホームの実施主体や医療機関には主体制限があるものの，在宅サービ
スあるいは有料老人ホーム等の施設系サービスに民間企業などが多数参入しています．
　社会福祉法第 24条で社会福祉法人の経営原則を定めましたが，介護市場における社会福祉法
人の役割や実態について各方面から疑問が呈されます．その端緒の一つが，特別養護老人ホーム
を経営する社会福祉法人の内部留保の在り方です．少子化・高齢化に伴って福祉需要が増大・多
様化していく中，社会保障財源の確保が課題となっている時期に，税制優遇されている社会福祉
法人に使途が明確ではない多額の資金が内部留保されているとの批判を受けました．必ずしも内
部留保すべてが問題であるとは言えませんが，社会的な関心を呼んだことは事実です．
　また，営利法人と非営利法人が混在する介護サービスの市場において，優遇措置を受けている
社会福祉法人とそうではない民間企業とのイコールフッティングの問題が提起されます．
　さらに，社会保障制度改革国民会議の 2013（平成 25）年 8月の報告では，社会福祉法人につ
いて，経営の合理化，近代化が必要であるとし，「非課税扱いとされているにふさわしい，国家
や地域への貢献が求められている」とも指摘されました．
　そこで，規制改革会議では，「介護・保育事業等における経営管理の強化とイコールフッティ
ング確立に関する意見」（2014（平成 26）年 4月）として見解がまとめられました．意見書では，
①社会福祉法人は，ガバナンスの確立と経営基盤の強化を行い，利用者が安心して福祉サービス
を受けられるようにすべき，②さまざまな事業者が利用者の立場に立ってサービスの質や多様性
を競い，豊富な福祉サービスが高い生産性の下に提供されるよう，経営主体間のイコールフッ
テッィングを確立すべき，との見解の下，事業者のガバナンス，経営主体間のイコールフッティ
ングについて具体的な意見がまとめられています．この内容は 2014（平成 26）年 6月 24日の規
制改革実施計画（閣議決定）に取り入れられ，政府方針にもなりました．
　事業者のガバナンスなどは，おおむねその方向で大きな異論はなかったのですが，規制改革会
議での最大の議論は，特別養護老人ホームへの民間企業参入の是非でした．これについては，民
間企業が有料老人ホーム，グループホームなどにすでに参入し大きな割合を占めている実態，介
護報酬も基本的に事業主体での区別はないこと，低所得者や重度者への対応，地域への貢献が特
別養護老人ホームに義務づけられることなどが共通理解となりました．その上で，社会福祉法
人，民間企業のそれぞれが持つ優位点を活かして，社会的に求められる役割をそれぞれ適切に果
たすことがいわばイコールフッティングとみなされました．結果として，特別養護老人ホーム自
体に民間企業の参入を認めるべきとの意見にはなりませんでした．
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　厚生労働省では，政府方針を受けて，社会・援護局長の私的諮問機関「社会福祉法人の在り方
等に関する検討会」，社会保障審議会福祉部会での議論を経て，社会福祉法人改革等のために社
会福祉法等の一部改正法案をとりまとめました．同法案は 2015（平成 27）年 4月に第 189回通
常国会に提出され，衆議院を自公民などの賛成多数で可決後，同年 9月 27日で会期末を迎えた
ため，現在，参議院で継続審査扱いになっています（2015（平成 27）年 10月 17日時点）．
　私自身がとりまとめに関わった，社会福祉法人の在り方等に関する検討会の報告から論点を紹
介します．2014（平成 26）年 7月 4日の同検討会の報告書では，社会法人制度を取り巻く環境
の変化を，①社会情勢・地域社会の変化，②社会福祉制度の変化，③公益法人制度改革，④規制
改革会議等での指摘，に整理しています．そして，社会福祉法人の抱える課題を，①地域ニーズ
への不十分な対応，②財務状況の不透明さ，③ガバナンスの欠如，④いわゆる内部留保など使途
の不明確さ，⑤他の主体との公平性としました．
　これらの課題に対し，社会福祉法人の役割は，①社会福祉のセーフティネット，②措置事業を
実施，③地域のまちづくりの中核を担うことに求め，制度改革の論点として，①地域における公
益的な活動の推進，②法人組織の強化，③法人規模の拡大・協働化，④法人運営の透明性の確
保，⑤法人監督の見直しとしています．
　社会保障審議会福祉部会は社会福祉法人の在り方等に関する検討会報告書等を基に議論を進
め，改革案の報告書を 2015（平成 27）年 2月 12日にまとめています．そこでは，改革の視点と
して，①公益財団法人等と同等以上の公益性・非営利性を確保すること，②国民に対する説明責
任を果たすこと，③他の事業主体では対応できない福祉ニーズを充足し地域社会に貢献すること
が社会福祉法人の使命であるとしています．改革案の内容は，検討会の方向性をより具体的にし
たものとなっています．
　５　まとめ
　今回の社会福祉法人改革は，2000（平成 12）年の社会福祉基礎構造改革の延長線上にあるも
のと思います．社会福祉制度は市場原理では必ずしも救済できない人々がどの時代もいるからこ
そ形成されたものといえます．社会福祉制度の普遍化によってより多くの人々が多様な支援を享
受できることは喜ばしいことです．
　しかしながら，私たちは，どのように社会福祉制度が充実しても，なお，制度の間にあって支
援の手が届かない人々の存在や地域における新たな福祉需要の発生に目をやり，具体的に対処す
る手段を持っていなければなりません．制度には限界があります．その限界を超えて，市場原理
にとらわれず，地域の福祉需要へ対応するセーフティネット装置が社会福祉法人制度ではないで
しょうか．
　こうした取組について，福祉部会報告書では「地域福祉におけるイノベーションの推進」と総
称し，社会福祉法人の社会的使命ともしています．地域には多様な福祉問題が個人，家族，親
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族，地域住民など多次元にわたって存在しています．私は，地域における福祉問題の解決手法に
は，個々の問題に応じて解決方法を手作りする入力機能主導型の方法論と制度の適用によって問
題解決をする出力機能主導型の方法論があると考えています．前者は地域福祉に相当するもので
すが，社会福祉法人はこれまで後者の制度福祉を担うことが中心でした．しかしながら，これか
らの社会福祉法人には，この二つの方法を融合して，その施設，人材，経験，技能を活かした多
様な福祉問題の解決と手法の開発が求められているのです．
　社会福祉法人の使命が変わったのではなく，当初から期待されていた使命を果たすことがより
強く求められているということです．新たに生じる福祉需要，狭間の福祉需要に積極的かつ柔軟
に対応する非営利組織体が社会福祉法人であり，他の事業主体や個人や地域住民の努力だけでは
対処できない福祉問題の解決を期待されています．
　そうした期待を実現するための環境整備が，今回の法改正案に込められているではないでしょ
うか．したがって，改正法案の早期成立，適切な運用，そして社会福祉法人の真摯な取組が社会
から求められていると思います
※本稿は，2015（平成 27）年 10月 17日，日本福祉大学東海キャンパスで開催された「日本福
祉大学・延世大学第 10回日韓定期シンポジウム」における古都報告「社会福祉法人制度改革に
ついて」を基に，加筆修正を加えたものです．
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